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　近年、アジア諸国の経済成長は著しく、都市化も進展している。各国の大都市には近代的な঎業施設
やෳ合用途の高層建築も数多く建設されている。一方で、地域的な৚件のもとで発生する地震災害やؾ
象災害、そして地球規模で進Ήީؾ変動により༷々な自然災害も発生し、大きな社会・経済問題にもな
っている。災害は経済成長に伴う近代化とはཪෲに、その影響は多ذに࿱り、社会に大きなダメージを
与えࡏݦ化する。我が国では、従来より地震、台෩、洪水、ࣼ面่յ、Ր山෾Րなど災害が多発し、災
害大国と言われるように災害と共存して、防災対策を進めて国౔の形成・発展を実現してきており、ア
ジア諸国を始め世界の国々における防災対策の取組みに寄与することが期待されている。本講࠲では、
アジア諸国の自然環ڥの成り立ちと災害との関連性を基本に、災害がىきるメカニズムについて考え、
効果的な防災対策にどのように取り組Ήべきかを考える切ֻけになる講࠲を企画した。

　講࠲の日程は、以下に示すように 6回の構成で、各回のテーマごとに関連する分野の専門の先生方を
お招きして 120分間の講࠲を担当して௖いた。

第 1回　9 月 9 日（金）ϋオ憲正　国立研究開発法人・防災科学技術研究所
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　　テーマ：アジア諸国の地震災害と防災
第 2回　9 月 16日（金）　山崎੖雄　首都大学東京
　　テーマ：アジアの地形・地質環ڥから見た自然災害の地域特性
第 3回　9 月 23日（金）　খ川雄二࿠　元アジア防災センター長
　　テーマ：アジア諸国の自然災害の特徴―地球規模で考える
第 4回　9 月 30日（金）　২田޺昭　ஜ೾大学
　　テーマ：グローバルީؾシステムとアジアモンスーン変動
　　　　　　　　―日本で発生する異常ؾ象をಡみ解く―
第 5回　10月 14日（金）　ߥ木田勝　アジア防災センター
　　テーマ：アジア諸国の災害対策―災害のܰ減化に޲けて―
第 6回　10月 21日（金）　大ָߒ司　国立研究開発法人・防災科学技術研究所
　　テーマ：アジアにおけるؾ象災害とީؾ変動適応

˙ୈ 1ճ࠲ߨ

　第 1回目は「アジア諸国の地震災害と防災」というテーマで、෭題には「東アジア諸国の地震災害と
ϋβードධՁについて」と題して国立研究開発法人・防災科学技術研究所のϋオ憲正ࢯにお࿩をおฉき
した。

　アジア諸国は地震災害が多発する。これは、現ࡏの地球の海洋と཮域が形成され大཮分෍が֬定する
にࢸる地質年代の経過過程における地֪変動にى因するものである。過去において大཮は離ࢄと集合を
用で成り立ち、プルームテ࡞りฦしており、その原動力は地球内部の֩、マントル、地֪の熱的相互܁
クトニクスあるいはプレートテクトニクスとݺばれる地球規模のグローバルな変動にࢧ഑されている。
アジア諸国の南ଆの海域には日本෇近のフィリϐン海プレートとϢーラシアプレートのプレートڥ界と
同༷なインド・オーストラリアプレートとϢーラシアプレートのプレートڥ界が存ࡏし、インドネシア
のスマトラ島、ジャワ島の沿岸には活発なプレートڥ界が形成されている。近年では、2004年 12月に
スマトラ島地震津೾災害が発生し、インド洋沿岸の諸国に巨大な津೾が౸達して約 22万人に上る٘ਜ਼
者を発生させた。この地震をܖ機にプレートڥ界上でM8クラスの海ܕߔ巨大地震が連ଓして発生し多
大な被害を発生させている。また、この巨大地震の発生とともに周辺の活Ր山活動が活発化して大෾Ր
をお越したことも記Աに新しい。この地域は過去にも同༷な大地震を発生させ多大な被害を及΅してき
た。この領域の東ଆにҐ置するフィリϐン共和国もプレートڥ界上にҐ置しており多数の地震が発生す
る地震多発国である。近年では、19 9 0年にフィリϐンルソン島地震が発生し、多大な被害を及΅した。
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その後、震源断層の近くにҐ置するϐナπϘՐ山やタールՐ山が大規模な෾Րをىこした。特に前者の
෾Րでは周辺地域に数 10 m に及ぶՐ山փやՐ山෾出物をଯ積するとともに、降Ӎによる大規模なట流
を発生させ災害を拡大させた。このՐ山෾Րの影響で、Ր山周辺にҐ置していた米軍のクラーク空軍基
地が機能ຑᙺの状況にؕりఫୀを余ّなくされたことも、地震・Ր山災害が多大な影響を及΅したݦ著
な社会事象としてクローズアップされた。このように大規模な自然災害は、地域の農業・林業・ړ業施
設や官公ி・工場・事務所・学ߍ・ライフライン施設・道࿏・మ道など広範ғなインフラストラクチャ
ーに多大な影響を与え社会・経済的なࠞཚをҾきىこすことになる。これらの地域のߋに東ଆには台湾、
ԭೄから日本ྻ島へとプレートڥ界は広がっていて、世界における地震多発地ଳを形成している。

　一方、上ड़の地球形成史における地֪変動では約 3億年前ࠒにインド亜大཮が急速に北進してϢーラ
シア大཮に衝突し始めて、北ଆのデカン高原からモンΰル高原にࢸる広大な地域の下にજりࠐΉと同時
に地表にヒマラϠ山຺の約 8,000 m っている。この衝突ࢸの地形にࡏる高山地ଳを形成しつつ現ࢸにڃ
に伴う地֪変動は現ࡏもܧଓしており、ヒマラϠ山຺は現ࡏもなお年間数 c m の速さで隆ىしଓけてい
るこの衝突に伴う地֪変動はヒマラϠ以北の広い範ғに影響を及΅し、特に北東から東ଆの中華人民共
和国の国౔にも広がって、東୺部は中国・࢛川省෇近に内཮地域の明ྎなプレートڥ界を形成している。
この地域にはݦ著な断層が分෍しており、近年では 2008年の࢛川大地震（M7.9 ）を発生させ約 9 万人（う
ち不明者約 2万人をؚΉ）に及ぶ٘ਜ਼者を記࿥した。この࢛川大地震は震源地であるཾ門山地域は平均
標高 4,500 m 以上のチϕット高原の東ԑ部、チϕット高原と࢛川ຍ地のڥ界部にҐ置するཾ門山ٯ断層
ଳが活動した。ཾ門山ٯ断層ଳは 4本の主要なٯ断層、すなわち㥤川―ໜ文断層、өल―北川断層、ᕲ
県―安県断層および青川断層で構成されるが、この地震で活動した断層は前の 3本で、断層の総Ԇ長は
約 300 k m に及Μだ。北ଆの㥤川―ໜ文断層と南ଆのөल―北川断層がݦ著な断層運動をىこし、Ԗ直
方޲の最大ズレ量は約 7 m に及び水平方޲の最大ズレ量も約 5 m を記࿥した。巨大な内཮活断層ܕ地
震のࠟ੻を地表面の断層Ԇ長線上に残している。震源が比較的人口ີ度の௿い山地と࢛川ຍ地の平௿地
とのڥ界෇近にあり、޾いにも成都市などの大都市の直下ではなかったことによりഁہ的な被害発生と
までにはࢸらなかったが、山間地の中খ都市や多くの集མではյ໓的な被害を受けた。中華人民共和国
ではߋに東部のᕜ海湾に面したྒྷೡ省෇近には北東から南西方޲に૸޲を持つ内཮活断層ଳが存ࡏして
おり地震多発地ଳが存ࡏしている。19 70年代には多くの地震が発生し、19 75年には海城地震（M7.5）
が発生したが、地震発生の直前予知が成ޭし被害を最খ限に防いだことが報告されている。一方、ཌ年
の 19 76年に発生した౜山地震（M7.5）は、当時の౜山市の中心部に存ࡏし市街地を北北東から南南西
に૸る断層が活動し、100万人௒の人口を༴した工業都市であった౜山市をյ໓状態にؕれ、約 25万
人（U SG Sのਪ定では約 65.5万人）に及ぶ٘ਜ਼者を発生させた。

　このようアジア諸国においては、地球形成史における地֪変動の歴史的経過により残されているプレ
ートڥ界の存ࡏや現ࡏのプル―ムテクトニクスとプレートテクトニクスによるプレート運動に伴うݦ著
な地֪変動にࢧ഑されて活発な地震活動をىこしており、今後もҾきଓき同༷な地震災害を始め多くの
自然災害をҾきىこす可能性がある。地震大国の日本においては地震災害と共存して、防災対策を進め
てきた国であり、アジア諸国を始め世界の国々における防災対策の取組に寄与することが期待されてい
る。また、防災科学技術研究所の中長期の目標として、国際的な協力、特に日中韓、日本・台湾・ニュ
ージーランドの࣍世代地震ϋβードධՁの共同研究を進めてきまた。現ࡏ、進行中の台湾、アジア、グ
ローバル 地震ϋβードධՁと G EMの取り組みについても注目されている。

˙ୈ 2ճ࠲ߨ

　第 2回目は「アジアの地形・地質環ڥから見た自然災害の地域特性」をテーマに首都大学東京名༪教
授の山崎੖雄ࢯの࿩をおฉきした。講義の内容は、①アジアのプレート഑置と地震・Ր山、②Ր山の成
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因とര発༷ࣜ、③インドネシア・フィリϐンのՐ山෾Ր史、④人ྨ・環ڥへのインパクト、⑤人ྨの発
展とՐ山෾Ր、という内容でお࿩௖いた。

 

　まずアジアの自然災害の概観について、地震について最近の事例として 2004年スマトラԭ大地震
（Mw 9 .1）では、大きな津೾が発生して死者 22万人、ෛই者 13万人の被害が生じていること、Ր山で
は 19 9 0年ϐナπϘ෾Րにより世界的なؾ温の௿下を発生させた。これは周辺のプレート運動に関係し
ていること、台෩では 2013年フィリϐンをऻった台෩Ϥランダにより死者 6,200人を記࿥したこと、
洪水については、ຖ年のように発生し特にバングラディシュでݦ著であること、ׯばつでは 2016年に
アジア各国に発生し、1億人に及ぶ৯ྐ不足が生じた。これはΤルニーニϣ現象が原因で、地球の熱Ҡ
ૹに関係する現象であること、などアジアの自然環ڥの特徴は、高温多Ӎで౔࠭流出がݦ著であること
により౔৕がංཊで౔地の生産性が大きく多数の人口が集中し人口ີ度が高いことである。

　世界の地震分෍はプレートڥ界に集中し、環太平洋地域に多く発生する。また同時にՐ山も多く集中
し、特にアジアの地震とՐ山の活動域は日本ྻ島から南西方޲にԆ৳して東南アジアにԆびる、日本海
界に多発している。近年、2004年スマトラڥなどのプレートߔジャワ海、ߔ南海トラフ、ླྀ球海、ߔ
ԭ地震（Mw 9 .1）では、断層の長さ 400 k m 、෯ 150 k m 、ズレ量 20.0 m に及ぶ大規模な地震が発生し、
インド洋沿岸に津೾が来ऻし、最大で 30 m 、平均 10 m の津೾高が記࿥され、インド、スリランカ、ア
フリカ諸国に拡大して死者約 22万人に及ぶਙ大な被害を発生させた。その後も同地域の海ߔ沿いにお
いてM7～M8クラスの大地震がස発した。

　一方で地球大ؾの熱収ࢧによるグローバルな大ؾの流れが生じており、特に੺道地域においてはݦ著
な大ؾの流れが発生して生じるモンスーン現象が知られている。これによりアジア諸国のقઅ的なؾ象
現象が定常的に変化し、社会・経済、文化・産業の形成に寄与しているが、近年ではΤルニーニϣ現象
の影響が注目されるようになってきた。Τルニーニϣ現象は、南米ϖルーԭの੺道太平洋海域での海水
温が上昇する現象で、暖かい海域が太平洋の東部にҠ動し、これによって各地に異常ؾ象が現れるもの
で、特にインドネシアԭの海水温が相対的に௿下し、௿ؾѹの発生が減り、ީؾがס૩化してׯばつが
発生し農࡞物の不࡞や山Ր事が多発して森林資源に多大な損ࣦを与えている。Τルニーニϣは 2015年
に終わったが 2016年インドネシア・フィリϐン・タイなどでׯばつが発生し、৯ྐ不足が危ዧされて
いる。このように、近年の自然災害だけを見ても自然災害の影響は広域に及Μでいる。例えば、アジア・
太平洋地域の津೾は発生域のみならず、周辺、ԕ方にまでਙ大な災害をҾきىこす。また、台෩・ׯば
つなどのؾ象災害も、直接の被害だけでなく、৯ྐ不足など広域～地球規模で社会・経済に影響を与え
ている。しかし、一൪大きな影響がある自然災害はՐ山෾Րである。



102－ 講演会報告

　Ր山はどこに発生するかと言うと、プレートテクトニクス理論によれば、①プレートの௜みࠐみଳ、
②中央海ྮ、③ϗットスポットと言われる大洋下のマントルから融けたマグマが༙昇する地域に発生す
る。Ր山の෾Ր形態はछ々の༷ࣜがあり、෾Րに伴って෾出する物質の性質により෾Ր形態は異なり、
そのര発力も異なっている。最もڪろしいՐ山෾Րは、流໲ؠ質Րࡅ流を伴う෾Րで、高温のՐࡅ流が
高速で広い地域に流下し被害を拡大させる。19 9 1年フィリϐンのϐナπϘ෾Րは 6月 9 日～15日に大
෾Րをىこし、始めに山௖෇近に༹ؠドームが形成され、それが่յしてՐࡅ流を発生させて死者約
300名、家԰損յ約 8万ށ以上に及ぶ被害を発生させた。෾出物により農地約 800 k m 2が放غされ、山
࿢にॅΉ約 3万人の先ॅ民の生活がഁյされた。このϐナπϘ෾Րにより世界的なؾ温の௿下を発生さ
せ、その影響は数年間にֻけてଓいた。

　このような歴史に残るՐ山の大෾Րは過去にも܁りฦし発生しており、1883年インドネシアのクラ
カタ΢෾Րが挙げられる。クラカタ΢はスマトラ島とジャワ島の間のスンダ海ڦにҐ置するՐ山で、
1883年 8月 27日に大෾Րし水面下 200 m より上方がਧきඈび、島の南ଆだけが残った。Րࡅ流が෾出
し海ఈにカルデラが形成され、೾高 15 m ～40 m の津೾が発生した。津೾による被害では死者 36,000人
以上、෾出物は 21 k m 3に及び෾Ԏは 27 k m まで上がり大量のΤアロゾルが成層ݍに流入して太陽放ࣹ
をःり、Ր山のౙを出現させた。我が国でも影響は大きく平均ؾ温で 1.2度௿下し、農࡞物の不࡞によ
り農民がځ๡したという記࿥が残されている。

　さらに 1815年のタンϘラ෾Րも巨大な災害をもたらした。インドネシアのスンバワ島サルカン半島
にҐ置したタンϘラՐ山が 1815年 4月 5日～10日にഁہ的大෾Րを発生した。Րࡅ流が発生し、෾Ԏ
柱を形成しその後౗յした。෾出物の体積は 175 k m 3に及び、山௖部がؕ຅して標高 4,300 m であった
山体が標高 2,9 00 m と 1,400 m ௿下、ܘ 6 k m のカルデラが形成された。Րࡅ流が海に流下して津೾を
発生させて、半島のॅ民 12,000人のうち生き残ったॅ民は 26人とյ໓的な被害を受けた。この෾Րに
より津೾、Րࡅ流やその後のӸප、ٌᰳにより死者は約 12万人と記࿥されている。そのうちコレラな
どのӸපによる死者は約 8万人と言われている。このようにՐ山෾Ր災害はڪろしい自然災害であるが、
アジア諸国において多く発生した歴史が残されている。

　約 250万年から現ࡏにࢸる最も新しい地質年代である第࢛紀という期間に発生した最大のՐ山災害は
スマトラ島のトバՐ山の大෾Րであると言われている。このՐ山෾Րは最終間ණ期の終わりࠒの 73,500
年前に発生したと考えられていて、ۃめて大規模な෾Րで地球規模のྫྷפ化を及΅して、࣍のණ期に進
み人ྨのϘトルネックをҾきىこしたと考えられている。現生人ྨ（新人）の૆先は約 20万年前にア
フリカに誕生し、7～8万年前にアフリカを出て世界各地に生存域を拡大して行ったが、約 7.3万年前の
トバՐ山෾Րで大規模なʠՐ山のౙʡがىこり人ྨのϘトルネックにؕり絶໓ੇ前にࢸった。その後ঃ々
にྫྷפ化する中で人口は増加しつつ世界に拡ࢄした。そして、約 2万年前の最終ණ期ۃ੝期以降、急速
に温暖化してきているが、その間のখ規模なණ河期や亜ණ河期を経て人ྨは農ߞ・຀சを中心とする農
業ֵ໋を経て急ܹな人口増加が進み、ߋに 18世紀からの産業ֵ໋などを経て、現ࡏ人口約 80億人の世
界にࢸっている。

　以上、アジア（特に東南アジア）は日本と同じプレートの収ଋおよび衝突地域であり、地震・Ր山活
動や大ؾ॥環運動が活発で、これまで多くの自然災害をҾきىこしてきた。特にഁہ的なՐ山活動が大
規模な災害をىこしてきた。Ր山෾Րは、この地域のみならず世界的に影響を与え、ྫྷפ化や৯料不足
を導く可能性がある。しかし一方で、Ր山活動はංཊな౔৕をつくり、高温・多Ӎと相まって高い২物
生産性を生み、多くの人口をҡ持できる。自然現象はԸ恵と໽災の 2面性をもつため、ただڪれಀげる
のではなく、相手を知り共生の道を探ることが重要である。
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˙ୈ 3ճ࠲ߨ

　第 3回目は「テーマ：アジア諸国の自然災害の特徴―地球規模で考える―」をテーマに元アジア防災
センター長のখ川雄二࿠ࢯのお࿩をおฉきした。お࿩の内容構成は、①世界の災害とアジアの災害、②
޲の見た災害から、③アジアの災害の特徴、④災害から防災へ、⑤建物の安全化とॅ民の防災意識のࢲ
上、⑥これからの課題―都市の防災性ڧ化の必要性―、であった。

　まず、ʠ世界の災害とアジアの災害ʡについては、ルーϕンカソリック大学Ӹ学研究所（CR ED）の
災害データϕース（EM- DAT）の分析結果から見た޲܏についてઆ明があった。EM- DATは 19 00年以
降に世界中で発生した自然災害について、死者が 10人以上、被災者が 100人以上、国際ٹ援アϐール
の発出、ۓ急事態の宣言、などの৚件をຬたす災害を対象にデータϕースを構築している世界的なデー
タϕースである。このデータϕースから 19 84年～2013年に世界中で発生した自然災害の発生数は、当
初年々増加޲܏にあったが、2000年以降においては発生件数は頭ଧちになり、やや減গ޲܏を示して
平均的には年間約 400件程度になっている。また、同期間の自然災害による死者数は平均すると年間約
5万人程度であるが、2004年スマトラ地震や 2008年࢛川大地震、2010年インド・バングラディシュサ
イクロンなどアジアで発生した大規模な自然災害の影響で、年によってݦ著な数が記࿥され、自然災害
の規模が大きくなっている޲܏がある。また、自然災害による被災者数は、ຖ年΄΅同規模の数でਪҠ
しており、平均で約 1.5万人になっている。さらに、被害ֹで見ると年々増加޲܏にあり、2013年東日
本大震災が発生した年には総ֹ約 3,300億ドルに達し、年間の平均では約 500億ドル程度の被害ֹが発
生していることが分かる。これを、アジア、オセアニア、Ϥーロッパ、アフリカおよびアメリカの 5つ
の地域ごとに区分して見ると、2013年の統計では発生数、死者、被災者、被害ֹともにアジア地区が
突出して多く、特に死者と被災者の数は全体の約 85ˋ以上をアジア地区が઎めている。そのアジア地
区における災害छ別の統計では、水害と台෩による災害が多くを઎めており、それに࣍いで地震災害と
なっている。

　災害の分ྨでは、自然災害と人ҝ災害に大きく分ྨされるが、自然災害は自然現象のछ別による分ྨ
が一ൠ的で、ʠ地震・津೾・地震Ր災ʡ、ʠ台෩・߽Ӎ・洪水・地盤災害ʡ、ʠՐ山෾Ր・山林Ր災ʡ、ʠઇ害・
ྫྷ害・ׯばつ・ණ河ܾބյ൙ཞ・その他ʡ、などに分ྨされる。そして、自然災害の特徴は、大災害ʹ
௿ස度、খ災害ʹ高ස度で発生する。アジアでは台෩、洪水、地震などの自然災害が多発する޲܏がۃ
めてݦ著である。

　খ川ࢯ自਎が実際に見てきた地震災害としては、19 88年インド・ビラトナガール地震（M6.6）や
19 88年アルメニア・スϐタク地震（M6.8）などの地震であるが、台෩災害では 2007年サイクロン・シ
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ルドなどがある。これらの災害現場からは、建物の構造・ࡐ料の脆弱性と構造形態の脆弱性が際立って
おり、被害を拡大させる大きな要因となっている。また、サイクロンの災害では、情報伝達によるආ難
が不े分で、この情報伝達にֻかわる設備投資の不足や災害のڪろしさ、予ܯ報へのアクセス方法の不
徹ఈなど防災教ҭの必要性をڧくײじたことをड़べている。そして、アジアの自然災害の༷相を見ると
ʠ災害の視点から防災の視点ʡへ重点を置く必要性をڧくײじるとともに、自然現象の多༷性も大きな
課題であるが人間社会の問題にも目を޲ける必要があることをड़べられていた。

　自然災害による被害はʠ外力の大きさʡとʠ社会の脆弱性ʡとのֻけࢉであり、ࢲ達自਎のʠॅみ方ʡ
とʠ฻らし方ʡを考えることが、先にड़べたʠ災害の視点ʡからʠ防災の視点ʡへస換する重要な視点
であり、そのために防災教ҭやॅ民意識を高めることが重要であり、日本では既にこの取組みが、これ
まで以上に大きく取り上げられ展開しつつある。

　この状況を日本での事例として見てみると、日本ではいろいろな災害が܁りฦして発生しており、津
೾災害はྑく知られた現象で、地域の災害に対する備えは進Μでいる。津೾ܯ報は発令され、TV 等で
ॅ民には周知され、ۓ急地震情報も出るようになっている。津೾防ைఅ、津೾ήートなどのϋード対策
やආ難場所、ආ難ルートなどのソフト対策も進み、学ߍにおける防災教ҭも行われている。その日本で、
だからこそࣦわれてきたものもある。それはॅ民が自ら状況を認識し、行動をとる能力、すなわち自分
で൑断する能力であり、人が生きるために必要な能力である。具体的には、①地域における災害の発生
危険性の理解とその地域の災害に対する脆弱性の理解と、②災害発生時のۓ急性の理解と取るべき行動
の選୒とܾ断力などである。このような能力はアジア諸国でも必ਢの事ฑであり、持ଓ的にҡ持すべき
能力である。しかしアジア諸国ではߋに重大な課題が拡大し進展している。

　例えば、モンΰルの首都΢ランバートル市などで進展している都市の拡大に見る大都市への人口の集
中と都市域の急速な๲ுである。このため、軟弱地盤でӷ状化災害の危険性が高いデルタや河口地ଳ、
洪水災害の危険性が高い平野、デルタ、河口地ଳ、地盤災害の危険性が高いઔ状地や津೾・高ை災害が
発生しやす海岸地域などへ都市域が拡大しつつある。都市の立地の地理的要因自体に災害に対する脆弱
性があることに理解が欠けている。上ड़のように近年のアジア諸国では、都市の過ີ化と拡大が進Μで
いる。人口の増加と過ີ化は、一定の面積にॅΉ人が多いため災害発生時には୔山の被災者が発生する
危険性がある。また、都市は巨大な消費地であるために災害発生時は物流障害が発生する危険性が高い。
そして都市には行政・経済・文化を担う重要な機能が集積しているため災害発生時には、国や地域への
影響がਙ大となる危険性がある。そして都市には電ؾ・水道・下水・ガスなどの高度な機能が存ࡏして
おり、これらのライフラインへの依存性が大きく、災害発生時は生活ࢧ障や機能ຑᙺが発生する危険性
も高くなる。

　このような近代化の進展に対して都市を災害に対してڧくする計画とその実施のۓ急性はۃめて高
く、大変重要である。日本では大変進Μでいる都市の防災計画の立案のϊ΢ϋ΢を技術Ҡసする必要が
ある。また、被害૝定やϋβードマップの࡞り方、都市防災計画の立案手法、都市の防災対策の整備に
ついての事業手法、まちづくりの手法、౔地区画整理事業や都市再開発事業手法などの技術Ҡసも必要
である。現ࡏ、国際協力事業としてछ々のϊ΢ϋ΢の技術Ҡసが進められているが、それでも安心な国、
安全な都市づくりの道はԕいとࢥわれる。

˙ୈ 4ճ࠲ߨ

　第 4回目は「グローバルީؾシステムとアジアモンスーン変動―日本で発生する異常ؾ象をಡみ解く
―」というテーマで、ஜ೾大学生໋環ڥ系教授の২田޺昭ࢯのお࿩をおฉきした。お࿩の内容構成は、
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①年々変動、ᾜ）໠ॵ（Ꮲᲆ）・ྫྷ夏（洪水）、基本：Τルニーニϣʗラニーニャ、最新：ީؾϋイΤイ
タス、ᾝ）暖ౙ（関東のઇ）・פౙ（日本海ଆの߽ઇ）、基本：南岸௿ؾѹ、テレコネクシϣン、②長期
変動：温暖化予測、例：降水量、台෩、海面水Ґ、と言う構成であった。

～の変化は、わずかな海水温の変動が大きな影響を与える。海水温の変動は、海洋表層（0ީؾ　
250 m ）における 1 C˃程度の変動と対流10～0）ݍ k m ）における 100 C˃程度の変動に֘当し、海洋表層
の海水温のわずかな変動が大きな影響を及΅すことが理解される。　年々変動は、地球表面に現れるテ
レコネクシϣンとݺばれる高ؾѹ（H ）と௿ؾѹ（L）の相互の഑ྻをなす೾ྻを形成する。これは、
力学効果と言われている。例えば、日本のॵ夏はラニーニャ時のテレコネクシϣンのパターンで発生し、
北米のׯばつ・洪水はΤルニーニϣ時のパターンで発生する。一方、ۃ୺降水（通শ、ήリラ߽Ӎ）は
熱力学効果によるもので、日本における 19 75年以降 2013年の期間で、1時間降水量 50 m m 以上の年
間観測回数はঃ々に増加޲܏にある。一ൠには、熱力学効果によりؾ温が上昇すると水ৠؾ量が多くな
るが、ؾ温が温暖化した場合、཮面でのݦ著な昇温により力学効果による海面から活発なৠ発から཮面
での降水にࢸる॥環が対流活動の཈制をىこし、熱力学効果により降水量が増加する現象を示すように
なる。このように海面と཮面でؾ温のバランスに影響される力学効果による対流॥環と熱力学効果によ
る地表෇近の対流は、両方の効果の大খ関係でܾまることになる。

　Τルニーニϣとラニーニャは 1～2年の間ִでਪҠする೾動現象を持っている。通常太平洋੺道上に
発生する高ؾѹによって水ৠؾが立ち上り上昇ؾ流が発生し、大ؾの॥環により東へҠ動し、南米太平
洋ԭで下降する΢オーカー॥環により安定したؾ象現象を示すが、Τルニーニϣ現象が発生すると南米
太平洋のϖルーԭの海水温が上昇して大ؾ॥環が変化し、西太平洋上に下降ؾ流が生じ௿ؾѹが発生す
る。一方、ラニーニャ現象にҠ行すると西太平洋の海水温が上昇し、相対的に東太平洋ϖルーԭの海水
温が௿下して大ؾ॥環が元に໭る޲܏を示すようになる。そして近年、Τルニーニϣ発生時は西太平洋
の西ଆにҐ置するインド洋上に高温域が形成されてインド洋ダイポールモードを示すような相互࡞用が
される現象が֬認されるようになってきている。Τルニーニϣとラニーニャ現象は、海洋表面෇近ىྭ
の海洋೾動のケルビン೾とロスビー೾の形成による஗Ԇ振動子により、深く暖かい海水域とઙくྫྷたい
海水域の入れ代りで発生するものと考えられている。そして、インド洋ダイポールにࢸるインド洋の全
域昇温による஝熱効果はΤルニーニϣの後に生じている。

　日本෇近で発生する異常ؾ象をಡみ取るにあたっては、これらの変動に加えて 21世紀のީؾϋイΤ
イタスというީؾ温暖化に伴う現象についても考ྀする必要がある。ϋイΤイタス期（温暖化のఀ଺期）
の海面水温ภࠩはラニーニャ的であり、夏期の地球表面ؾ温ภࠩにより非一༷な降水ภࠩを示し、降水
量の地域による変化の相ҧがࡏݦ化している。例えば、東アジア（EA）では降水量が減গし、西太平
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洋（WP）と西インド洋（WIO ）では降水量は増大޲܏して、EAとWP & WIO は൓対の関係を示して
いる。これは、アジアモンスーンにおける太平洋のྫྷפ化とインド洋の温暖化の相互࡞用によるものと
考えられる。これまで 21世紀ϋイΤイタス期とラニーニャ現象でインド洋と西太平洋の昇温の相৐࡞
用によって、日本の天ީはʠౙの多ઇと夏のগӍ・໠ॵʡを܁りฦしてきたが、今後日本の天ީはΤル
ニーニϣとインド洋の昇温による相৐効果によりʠྫྷ夏・多Ӎʡが予૝される。

　もっと地球規模でグローバルに見ると、ߋに北ଆからのؾפの影響としてʠ北ۃ振動ʡの影響やʠ地
球温暖化ʡによる影響などީؾ変動とؾ象現象との関係性など多くのෳࡶな現象が加わっているものと
考えられる。このように、グローバルީؾシステムとアジアモンスーン変動が今後の日本をؚめたアジ
アの異常ؾ象にどのように影響してくるのか注目していく必要がある。

˙ୈ 5ճ࠲ߨ

　第 5回目は「アジアにおける防災・減災の取組み～防災の主流化に޲けて～」と言うテーマでアジア
防災センターのߥ木田勝ࢯのお࿩をおฉきした。内容の構成は、①自ݾ঺հ、② Ne p a l 地震の概要と実
施したプロジェクト঺հ、③災害発生時の国際防災協力、④災害予防時の国際防災協力、⑤防災の主流
化に޲けて、⑥参考：アジアにおける防災協力～アジア防災センターの活動～、という構成であった。

として、バングラディッシュ、バルバドス、ブータン、チリ、コスタリݧは海外の被災地経ࢯ木田ߥ　
カ、Τルサルバドル、ドイπ、グアテマラ、ϗンジュラス、インド、インドネシア、イタリア、ケニア、
モンΰル、ネパール、ニカラグア、パナマ、スリランカ、タイ、台湾など多くのアジアをؚΉ諸国の被
災地にෝいている。そして、世界約 60ϲ国に౉ߤし、中米に 3年間のෝ任の経過をもち、世界各地の
体ݧをؚめてアジアの自然環ڥと防災対策にۃめて深く貢献してきた。自然災害のछྨとしても地震災
害、津೾災害、洪水災害など多ذに࿱り、関連する防災教ҭについても各国の事情に合わせた取組みに
も携わってきた。

　最近では、2015年 4月 25日ޕ後 0時ࠒ（現地時間）に発生したネパール地震は、首都カトマンズか
ら北西に約 80 k m 離れた場所に震源をもつマグニチュード 7.8の大地震である。死者 8,712人、ෛই者
22,49 3人、全յ家԰約 50万棟、半յ家԰約 28万棟（2015年 6月 5日現ࡏ）というਙ大な被害が発生
した。ネパール全౔および周辺国で揺れを観測し、歴史的な建造物が被害を受けたり、Τϕレスト山に
おけるઇ่の発生によりొ山客も被害を受けたり、さらに余震の発生により被害が拡大した。また、周
辺国においても人的被害が生じている。日本政府は、ۓ急援助物資としてテント、ໟ෍等をڙ与、国際
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機関を通じ合計 1,400万ドル（約 16億 8ઍ万ԁ）のۓ急ແঈ資金協力を実施し、ٹ助やҩྍ活動を行
った。災害後ニーズ調査（PDNA）によると総被害ֹは約 8,615億ԁ、総復興ֹは 8,19 5億ԁとࢉ定され、
このうちॅ୐セクターが઎める割合は約 50ˋ、଱震性を考ྀされていないແম成Ẃנとటを用いた伝
統的工法のため被害はਙ大となった。この地震災害に対して、J ICAを通じたٹ援援助と復旧復興ࢧ援
がՔ動した。国際ۓ急援助ୂٹ助チームの೿4）ݣ/ 26～5/ 9 ）、国際ۓ急援助ୂҩྍチ―ムの೿ݣ（一࣍
ୂ 4/ 28～5/ 11、二ୂ࣍ 5/ 7～5/ 20）では手術・ಁ析といった高度なҩྍニーズをຬたせる初の機能拡ॆ
チームであった。また、よりよい復興セミナー（Bu i l d  Ba c k  Be t t e r  R e c o n s t r u c t i o n  Se m i n a r ）を 5/ 25に開
催し、ࢧ援国会合（In t e r n a t i o n a l  Co n f e r e n c e  f o r  Ne p a l `s  R e c o n s t r u c t i o n :  ICNR ）を 6/ 25に開催し、ۓ急ॅ
୐復興事業、ۓ急学ߍ復興事業に 320億ԁのԁआ׺およびແঈ資金協力を表明、ۓ急復興ࢧ援事業（有
ঈ資金協力（2015/ 8～2016/ 10予定））の表明が行われた。また、ネパール地震復旧・復興プロジェクト
・成࡞化計画、地方の復興計画、②଱震建築ガイドラインᯰڧとして、①カトマンズຍ地（急開発調査ۓ）
ී及・人ࡐҭ成、③ 40億ԁ相当の༏先復興事業計画（プログラムແঈ）の形成、④༏先ۓ急復旧事業（Q IPs ）
実施（生計޲上、公共施設、モデルॅ୐ʗ学ߍ建設、人ࡐҭ成）を取りまとめた。また、カトマンズຍ
地における地震被害リスクアセスメントプロジェクト（技術協力）およびカトマンズຍ地都市交通վ善
プロジェクト、シンズリ道࿏ҡ持管理運営プロジェクトの構築を行った。
　もともとネパールは地すべりの多発国であり、地すべりと共に生活する人々と地域社会が点ࡏしてお
り、アジア防災センターではネパールでの災害にڧいコミュニティーࢧ援にਚ力してきた。

　災害発生時の国際防災協力としては、まず災害の発見と全体૾の把握であり、そのために観測૷置（地
震計、津೾観測機器、アメダス、Ӎ量計、水Ґ計）などの設置、衛੕の目の活用による森林Ր災の発見、
災害チャーターやセンチネル・アジアによる災害の全体૾の把握などが重要であり、日本と開発途上国
では災害発見速度や災害認識にࠩ異がある。災害発生後に一早く災害を発見し、災害の全体૾を把握す
ることが重要である。そして、災害情報の伝達も重要で、国際機関のۓ急レポートとしては国連人道問
題調整事務所（O CH A）、IFR の Si t u a t i o n  R e p o r t、ADR Cۓ急災害情報の活用が考えられる。また、観測
機関のWe b s i t e として J MA, U SG S, PTWCなどが利用できる。災害情報共有൪߸である G LIDEがあり、
防災機関のWe b s i t e として内ֳ府、G DACSの活用なども考えられる。

援活動としては、国連災害ධՁ調整チーム（Uࢧ　 NDAC）、V i r t u a l  O SO O Cや ADR Cの活動があり、要
੥主義から共同形成主義への変ߋが検討されているが、国家間の問題のためにۓ急ࢧ援活動が્害され
た 2012年 8月のイラン地震の例などがあり、アメリカはࢧ援せず、日本は対応の஗れが生じ、イラン
ではࢧ援要੥の஗れがىこっていたなどのミスマッチがىこっている。また、国の׳शからʠ໋の重さ
が国によりҧうʡとかʠ໋に対する考え方ʡのҧいも存ࡏするなどෳࡶな事情が横たわるケースもある。

　そして、具体的な活動としてۓ急援助活動やۓ急援助物資の調達などが進められ復旧復興援助の活動
が進められる。一方、災害予防時の国際防災協力として途上国の災害予防として期待される活動は非常
に多ذにわたる。例えば、防災関連法体系の整備、防災組織再編、早期ܯռシステム、事情・共助・公
助など防災教ҭのී及などが挙げられ、コミュニティー防災をී及させる取り組みがۃめて重要である。

　上ड़のような災害発生時や予防時の国際防災協力の態勢は、ঃ々に進展してきてるが、同時に「防災
の主流化ʩという取組みも重要であり、我が国の国際防災協力についても、防災はශ࡟ࠔ減および持ଓ
可能な開発に不可欠の柱で、人間の安全保障のਪ進に資するのみならず、ީؾ変動への適応という観点
からも非常に重要な分野であると考えられており、国際的に高い比較༏Ґを有する知見や人ࡐ、技術を
活用して、従来から積ۃ的な防災協力を行ってきている。その具体的な例としては、国連機関を通じた
協力（U NISDR 等）、その他国際機関等を通じた協力、二国間のࢧ援、アジア地域の連携ਪ進等である。
また、国連における防災に関する国際会議も開催されてきた。第 1回国連防災世界会議が 19 9 4年 5月
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に横浜市で開催され、147国連加盟国、国際機関、NG O 等約 2,400人が参加し、「より安全な世界に޲
けての横浜戦略」が࠾୒された。第 2回国連防災世界会議は 2005年 1月にฌݿ県で開催され、168国
連加盟国、国際機関、NG O 等約 4,000人が参加し。「ฌݿ行動࿮組 2005ô2015」を࠾୒した。そして、
第 3回国連防災世界会議が 2015年 3月にઋ台市で開催され、187ϲ国から首೴や大ਉڃをؚΉ 6,500人
以上の参加者と期間中約 15万人の来訪者をܴえて開催され。「ઋ台防災࿮組 2015ô2030」と「ઋ台宣言」
が࠾୒された。また、2015年 12月 22日に第 70回国連総会本会議において「世界津೾の日（Wo r l d  
Ts u n a m i  Da y ）」を定めるܾ議がコンセンサスにより࠾୒された。このܾ議は、第 3回国連防災世界会議
および持ଓ可能な開発のための 2030アジェンダのフΥローアップとして、我が国をはじめ世界 142ϲ
国が提案したものである。

　このように災害時および予防時の国際防災ࢧ援の方策や防災の主流化の取組みにおいて、自然災害が
多発するアジアにおける防災協力もࡏݦ化してきており、アジア防災センターの活動も重要性を増して
いる。現ࡏ、アジア防災センターに加盟している国は 29 ϲ国、アドバイβー国・オブβーバーは 5ϱ
国と 1機関となっている。アジア諸国の人口増加と経済成長は目֮ましく、同時に急速に都市化が進展
している近年、アジア防災センターのミッシϣンと活動は、以下の 3つのミッシϣンと活動分野を掲げ
ている。3つのミッシϣンとは、メンバー国の防災力޲上、人間が安心・安全な生活をૹれる社会づくり、
持ଓ可能な社会の達成、であり、活動分野としては、災害及び災害対策に関する情報収集・分析・提ڙ、
人ࡐҭ成、コミュニティ―の防災力޲上、である。

˙ୈ 6ճ࠲ߨ

　第 6回目は「アジアにおけるؾ象災害とީؾ変動適応」というテーマで、国立研究開発法人・防災科
学技術研究所の大ָߒ司ࢯのお࿩をおฉきした。お࿩の内容構成は、①水॥環システム、②アジアにお
ける෩水害、③ީؾ変動の科学的理解の現状とީؾ変動適応、という構成でおฉきした。

　水॥環システムは水文学と言う学問を基本にしている。水文学は、水の生ى、॥環、分഑に関して地
球上の水をѻう学問で、水の物理・化学特性に関して、それらの人間活動への応答もؚめて物理・生物・
環ڥとの相互࡞用と水॥環全ての変遷を考える学問として定ணしている。なͥ水が重要なのかと考える
と、水は地球システムにとって必ਢの要ૉで২物・動物・海洋生物をࢧえる資源であるからである。そ
して、水はӷ体、固体で地球上の 75ˋを઎めており、また水ৠؾは地球で最も๛෋で重要な温ࣨ効果
ガスで、水の相変化（ؾ体・ӷ体・固体）は地球システムの特性や時空間的発展をܾ定づけている。降
水からのજ熱の放出は、グローバルな॥環で主要な役割をもち、水॥環システムにおいて熱、水ৠؾ、
運動量の輸ૹを担っている。また、自然生態系システムは降水量に依存し、水は地球システムの他のサ
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イクル、例えば୸ૉ॥環や஠ૉ॥環などにおいても非常に重要な役割を持っている。このように水は地
球システム、生態系、物質॥環など༷々な重要で基本的なシステムに関与している。

　現ࡏ、このようなؾ体、ӷ体、固体の水の分෍やҠ動などについて、レーダーや衛੕などを利用した
最新技術をۦ使した探査やモニタリングによって情報の収集と分析が進められている。これらの分析に
よって水॥環とその特徴についての理解が深まってきており、水の存ࡏはྑくも悪くも॥環しているこ
と、人間をؚΉあらΏる生物は॥環している水との෇き合いをして生໋ҡ持をଓけていること。そして、
水॥環の 2つの基本的な特徴は、①自然現象として時間的・空間的にภࡏすること、②人間活動によっ
て変化することが挙げられる。このような水॥環系の理解と解明に水文学が寄与している。

　アジアにおける෩水害の現状を概観すると、छ々の統計データに基づいて、自然現象（熱ଳ௿ؾѹ、
を示し޲܏象災害や水害は年々増加ؾしているが、明らかにࡏばつ、地震）などの災害は地球上にภׯ
ており、ؾ象・ީؾ関連災害による経済被害も増加޲܏を示している。このような増加޲܏を世界各地
域ຖの自然災害の発生件数で見るとʠアジアʗアフリカʡ地域でݦ著な増加޲܏を示しており、自然災
害による٘ਜ਼者の割合は、19 70年ô2008年の統計データで見ると発展途上国における割合が 9 5ˋ以上
を઎めていることが分かる。自然災害の関連するؾ象環ڥの変化も大きく、ס૩化が拡大する地域と減
গする地域の分෍がภࡏしたり、ڧい熱ଳ௿ؾѹの発生ස度と割合が過去 35年間で増加޲܏を示し、
日本では୹時間ڧӍ現象が増えているとの報告もある。

　このようなؾ象現象のภࡏとܹਙ化には、ީؾ変動の影響が大きいと考えられているが、その科学的
な理解の現状について見てみたい。ީؾ変動と地球温暖化について、現ࡏʠ人間活動が二ࢎ化୸ૉをؚ
Ή温ࣨ効果ガスの大ؾ中ೱ度の増加をもたらしたことはٙう余地がないʡと言う言આに対して、൓対、
成、中立の立場でʠԾ設ࢍ 1ʡ、ʠԾ設 2ʡ、l Ծ設 3ʡが取り上げられて、どのԾઆにࢍ成するか質問が
投げかけられ、意見交換が行われた。最終的なܾணを見るまでもなく、これらのԾઆに対して࣍のʠIPCC 
AR 5 WG 1、2013ʡのܾ議が঺հされた。すなわちʠ人間活動にى因するީؾ変動がࡏݦ化しておりؾ
ީシステムの温暖化にٙう余地はないʡすなわちʠ人間の影響が 20世紀半ば以降に観測された温暖化
のࢧ഑的な要因であった可能性はۃめて高い（9 5ˋ以上）ʡと報告された。

　温暖化に伴うީؾ変化においてۃ୺現象の出現が増大するようになると、現ࡏのީؾに基づいた֬཰
分෍における平均஋と分ࢄが、新しいީؾに基づいた֬཰分෍の平均஋と分ࢄが変化（平均஋が減গし、
分ࢄが増大する）して、ʠפいީؾʡがやや減গしʠ熱いީؾʡがۃ୺に増加してʠ熱いީؾʡの出現
記࿥がӹ々஝積されるようになる。このようなީؾ変化に基づいたʠީؾモデルʡによるシミュレーシ
ϣンが実施されてʠ熱い日ʡの出現日数の予測やʠ߽Ӎʡの出現回数の予測の結果が示されてݒ念され
る温暖化の影響が議論されるようになってきている。そして、ީؾ変動の水分野への影響としては࣍の
ようなシナリオが考えられる。すなわち、ʠ温ࣨ効果ガスが大量にഉ出されて大ؾ中のೱ度が高まり、
熱のٵ収が増えた結果、ؾ温が上昇、これに伴い海面水Ґが上昇するʡとその影響でʠණ河や南ۃなど
のණの融解 z、ʠ海水の熱๲ுʡ、ʠৠؾ発ࢄ量の増加ʡ、ʠ積ઇ量の減গʡが生じてʠ高ைおよび海岸ਁ
৯の発生ʡ、ʠ洪水の増大ʡ、ʠ౔࠭災害のܹ化ʡ、ʠׇ水危険性の増大ʡなど自然災害の発生要因が拡大す
る。このように危ዧされる影響に対して、今後の水文学にʠ水॥環は加速しているかʁʡ、そしてʠԿ
加速するのかʁʡ、ʠそれは観測されているかʁʡ、ʠフィードバックはあるのかʁʡなど問題解ܾに必ނ
要な課題を解明することが重要視されている。

　以上、ީؾ変動が人間の社会活動によって拡大することを考えると、それに適応する社会の活動や࢓
組みを構築すること、すなわちʠީؾ変動適応ʡシステムを構築することの重要性が増してくる。ʠؾ
ީ変動適応ʡの取組みとしてはʠ؇和ʡ策とʠ適応ʡ策がある。؇和策とは、地球温暖化の原因となる
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温ࣨ効果ガスのഉ出を規制する方策であり、適応策とは、既にىこりつつある、あるいはىこりうる温
暖化の影響に対して、自然や社会のあり方を調整する方策である。現ࡏのީؾ変動をめぐる認識あるい
は対応状況は、①ީؾ変動の影響の世界的なࡏݦ化の認識、② IPCC AR 5の発表（2014年 10月総合報
告書・コϖンϋーήン）、③パリ協定（2015年 12月）、④日本政府の適応計画策定の動き（2015年 1月
ֳ議ܾ定）、各府省での取組み、⑤自治体・企業・ॅ民間の関心の高まり、など進展してきており、こ
のような社会的な関心の高まりに応える成果が期待されている。そのような中で「ީؾ変動適応の取り
組として」、「適応シナリオ分析・検討の考え方」、「؇和と適応を考ྀした౔地利用シナリオの多面的ධ
Ձ」や「水害（津೾）リスクとアメニティーධՁのトレードオフにண目した不動産Ձ֨分析」などの取
組みが報告されている。

˙おΘΓに

　今回の講࠲は「アジアの自然環ڥと防災」を主テーマとして 6名講師の方々に講義を行って௖いた。
講師の方々は、ʠ地震学・地形・地質学ʡ、ʠؾ象学・水文学ʡそしてʠ防災・減災（学）ʡを専門分野と
する方々で、各専門分野の知見に基づいて、主テーマに関連するૉ੖らしい講義を行って௖いた。全体
を通して、アジアの自然環ڥや災害環ڥについての理解を深めることができた。アジア諸国では統計デ
ータの分析結果から、あらΏるタイプの自然災害の発生件数と被災者数などが世界的にも突出して多く、
大変ݫしい災害環ڥを有している状態にあることがࢦఠされた。それらの自然災害は相互に関連性があ
ることも理解できた。そのࠜ本的な要因は、大きな視点から考えると 46億年に及ぶ地球形成史におけ
るݹ代からの歴史にજΜでいた。不Ḯな言い方をすれば、地球形成史の中に災害環ڥの DNAが֞間見
えるということになる。そしてその DNAがアジアの自然環ڥと災害環ڥをܾ定し、Ҿいては世界の環
る社会を形成ࢸじられる。そのようなことを考えると人ྨが出現し、現代にײҾしているようにݗをڥ
した数万年の歴史は、΄Μの一ॠのことで、今後どのようにਪҠして行くかは予૝がつかない。地球の
歴史に比べ人ྨ社会の歴史は、長い時間の流れの中における一ॠの変化のようで、今後もこれまでと同
༷に地球の変動との共生はଓくものと考えられる。一方で。人間活動の影響がࡏݦ化した地球温暖化に
よるީؾ変動はӹ々増大して行くのか、あるいは地球形成史に見られたフィードバック現象により、ま
た異なるシナリオが進Ήのか予測は難しい。このީؾ変動によって、アジアの自然災害環ڥとともに世
界の自然災害環ڥが௜੩化することを望みたいが、そのような௜੩化にࢸる環ڥの変化は望めない。そ
うだとすると、アジアにける地域の特性に合わせた防災・減災対策をアジア諸国で共同して展開するこ
との重要性はӹ々増大することになる。
　「アジア研究センター」における今回の講࠲は、初めてのことであったが、४備不足と認識不足によ
り受講者の数がۃめてগなかった。このことは、大変大きな൓省点であり、講࠲での講義をշくおҾき
受け下さった講師の方々に大変ਃし訳なくࢥおっている。今後、アジア研究センターにおいて同༷な企
画をܧଓ的に開催して௖き、今回のʠアジアの自然環ڥと防災ʡで認識された経ݧと知識が共有化され、
広がることを期待したい。

　 （えのもと　たかͻさ　ਆಸ川大学工学部教授）


